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最、終講義
「職業的専門家による法定外部監査をめぐる
若干の問題点について」
塩原　一　郎
（1）　はしカミき
　この度，商学部教授会ρご好意を得て，選択定年の制度を利用して退職する
こととなりました。退職教」員には，大学から最終講義の恩典が与えられること
になっております。私の場合にも，事務局を通じてその具体的実施についての
間合せを頂きました。ただ，私の場合，本学大学院商学研究科より通常の定年
の年齢に至るまでの2年間客員教授として，修士および博士の学生諾君を指導
する様会が与えられております。さらに，商学部について，兼担教員として引
き続き演習科目他若干の科目の授業を担当いたします。最終講義を行ったあと
で授莱を担当するのでは皆様に申し訳ない，と考えてこの制度の遼用をご辞退
した次第です。かつて客員教授でいらっしゃった村山先生が，「さよなら講
義」をされた例もありましたので，私にもそんな機会が与えられれば，その時
に，これまでの私の研究と教育の総纏めをしたいと考えていた次第です。
　そんな折，早稲田商学同攻会から，最終講義に代わる論文を寄稿されてはと
のお誘いを頂きました。感謝の申し上げようもない光栄と考えております。前
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　！8！
　！82　　　　　　　　　　　　　　早稲田商学第393号
述の「さよなら講義」の台本の第ユ草稿といった趣旨で，これまでの私の研究
の軌跡を若干追ってみたいと考えます。
　最終講義では，多くの先生方が，その専攻された学閻への参加の機会あるい
はきっかけについてお述べになっておられます。私もその先例にならって，本
大学の教員として，会計学を手掛けるに至った契機をまず述べさせていただき
ます。ただ，ここでは，先日本大学の教職員の親睦団体である学芸会の「退職
教員の想い出の記」に寄稿したものがありますので，同会のご承認は頂いてい
ないのですが，活字になったものでもありませんので，これを再録させていた
だこうと考えます。私はそこで，本学における私の研究の現段階での成果をモ
ラトリアム状況下のそれとして総括いたしました。もちろんモラトリァムの本
来の意義は，「経済恐慌などの場含，国家が債務の履行の一定期間延長を認め
ること。支払猶予。」と岩波国語辞典第五版等に書かれているものです。しか
しこの言葉は，同時に「比楡的に，社会人となるべき時期になっても，それが
こわくて自信がなく，卒業などを延ばしていること。」の意味にも使われてお
ります。これを更に拡大使用して，「最終成果を纏める自信がなく結論を先延
ばしにしている状態」を表そうと考えている次第です。学芸会には，次の一文
を寄せました。
　「私が学部の四年生の頃，現在の高田馬場三丁目周辺は戸塚一丁目と呼ばれ
ていた。確かユ1月のことであったように思う。JR駅方向側のバス停，鳩御殿
と呼ばれたり，失火事件が起きたりで，マスコミにも登場した家の前にあるそ
こで馬場行きのバスを拾うのが下校時の私のコースであった。
　なぜか，その日に限り徒歩で帰路についた。並木のプラタナスは秋色を深
め，四辺も何となく心寂しい。今のようなビルの谷間の歩道ではない。全学連
が猛威を振るうのはいま少し後のこと，この日の歩道は，高校の国語の教科書
で学んだ寺田寅彦の随筆に出てくるパリのぺ一ブメントそのままにバスに乗る
にはあまりにも素敵な雰囲気だったからであろう。
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　急に意味もなく立ち止まって，歩いてきた方向を振り返ると，大学構内の，
戦争を耐え抜いた建物，戦後になっての急造のそれが夕日に輝き，一体となっ
て私に語り掛けてきた。「間もなく卒業だよ。」「行ってしまうのかい。」r君の
文字通りの心の故郷だろう。」「もう一度考えてみたら。」駅へ向かって私は，
わき目も振らずに歩き出した。電車・列車」と乗り継いでの埼玉北部の白宅への
道々，両親へのあの手この手の説得工作を考え続けた。差し当たりは，家業の
継承の引き延1ギしである。私のモラトリァム人生のスタートであった。
　親の意に逆らっての大学進学に始まって，親に内緒での大学院進学，親の猛
反対を振り切っての大学助手就任。なし崩しの形で白らの願望を実現するため
の手段がモラトリアムであったように思う。大学に理想の場を得た後において
も，私の人生は，モラトリアムの継続であったように思えてならない・
　指導教授の凄まじいまでの徒弟的訓練においても，その学問に同調出来ずに
差し当たりは未完成を言い訳にしてのモラトリアム。外遊時にあちらの先生に
埠いたご指導にも，何となく納得できない理論内容に，差し当たりは未完成を
言い訳にしてのモラトリアム。学会での討論の場を始め，その折々に，成果を
示せぬ言い訳のモラトリアムを続けてきた。今も，70歳までの2年閲のモラト
リアムを頂いての退職を迎えてい私」
　しかし，新任地での研究教育は，こんな私のモラトリアム人生に何らかの決
着を付けるよう追っているに違いありません。最終の研究成果を客員教授とし
ての早稲田大学在任中に実現させるのか，それとも新任地での6年間の期間に
示すのか，将来のことはわかりませんが，いいうることは，その成果が早稲田
パラダイムによって与えられ，規定さ牝てきた課題と方法によって作り出され
るものであろうことだけは間違いありません。
（2）鵜飼型監査としての合衆国の監査
ご存知のように，最近，エンロン事件（En・on近戯r　o・case）が，アメリカ
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合衆国ばかりでなく，国際的な規模で，多方面に渡って，様々な波紋を広げて
おります。申し上げるまでもなく，かつてFort㎜e誌によって「最も革新的」
と賞賛され，一時は全米第7位を誇った天然ガス，電力など総合エネルギー会
社であり，巨額の利益計上によって株価が高騰したのに，200ユ年ユ1月に至っ
て，過去4年以上の年度の財務諾表の修正を行ったのをきっかけに，株価の大
暴落を招き，資金繰りがつかないことから，12月2日に至って破産法の適用を
申請するに至ったエンロンEnron社をめぐって広げられている事件です。
1，000以上のパートナーシップ・子会社その他の形態の組織を使った経営陣に
よる債務隠し，それに関わったとされるアンダーセン会計事務所，当該事務所
の監査担当者による関連書類の裁断処理などが発覚し世相を騒がせている事件
です。
　この事件との関連でのアメリカ合衆国の会計と監査の制度の特色を私は，
「税経通信」6月号で，「SECによる鵜飼型監査としてその特徴を総括」する
ことによって，同国における諸問題の統一的把握が可能となることを主張致し
ました。このような「SECによる鵜飼型監査としてその特徴を総括」するこ
とは，実は，昨隼7月の拙稿（塩原一郎「独立性をめぐる議論から見た日本の
公認会計士監査の特質」，JICPAジャーナルVol．13，No，7，pp．78－83）におい
て試みられたものです。
　そこで私が読者の注意を喚起したのは，SECの関係者が折に触れて繰り返
す、財務諸表監査の主体についての発言でありました。たとえば，合衆国の
CPA業界で，SEC関連事項の担当者であったLouis　H，RAPPAPORT氏の著
書（SECAccomti㎎PracticeandProcedure！972，pp、ユー5－1．6）に次の記述が
見られます。
　「議会による1933年法案の審議に際しては，諮問事項となった財務諸表の監
査を政府監査人に行わせる案が上程された。これに対して，職業会計人界の代
表・Col㎝el　Arthur　Carter氏が，この職能は，独立公共会計土によってよく
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なしうる旨が主張された。一彼らの方が，　　政府監査人よりも，一層迅速
かつ．経済的に引き合う形で財務諸表の監査を行うことができるとされたのであ
る。」
　このことは，1997年段階になっても，当時のSECの主任会計官Sutton，
Michae1H．をして，「（1933年法によって提出される財務諾表の監査）の目的
達成のために、政府監査人団の設立が考慮されていた。」（！’Auditor　lndepen－
dence；The　Challenge　of　Fact　and　Appearance瑚，Accounting　Horizons，Vo1．11，
No．1，PP．86－91）と言わせております。
　これらはいずれも個人による記述でありますが，つい先年SECが提案した
PrQposal　Releaseは，公的文書であり，その重みはまた格別のものがあろうと
存じます。この文書における記述は次のようになっております。
　「議会は，会社の財務諸表を検査し監査する者として，政府の監査人団を作
ろうとしていた。議会はまた，連邦政府による監査人資格の付与についての規
制を考えていた。しかし議会はこの方向を取ることを止めて，SECに提出さ
れる財務諾表の監査の責任を会計専門家業界に預けたのである。」（U．S，Secu－
rities　and　E返change　Co瓜瓜ission（2000），Proposed　Rl1le；Revisign　of　the　Co狐＿
卿issio皿’s　Auditor1ndependence　Requirements，Washi㎎ton，D，C一，O雌ce　of　the
Chief　Accountant，SEC一）
　この手出稿での記述の中で，私は，SECの姿勢の背景には，この機関特有の
理念的財務諾表監査観が存在するものと考えられると主張致しました。この理
念型がこの機関特有の職業専門家による財務諸表監査観を導いていると捉える
ことができるとしたのであります。これは次の表によって示されるものです。
　かねてから私は，世界の外部監査のユ930年体制を主張してきております。そ
の内容の骨子を下記に示しておきます。（塩原一郎「職業専門家による法定外
部監査の1930年体制」早稲田商学N⑪．385，pp，36－37）
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SEC型独立性の理念モデル
財務諸表監査
監査主体　政府機関　職　業専　門　家
報酬機構　官僚機構　監査報酬機構
独立．性概念　　理　念　型　　外見的独立性の重要性
　「英米独仏日の五つの国々において，外部監査あるいはそれについての議論
をめぐって生じた諸事実についての我々の解釈を示すこととしたい。
　まず，（対象とした）五カ国のうちの四カ国（英国，合衆国，ドイツおよび
フランス）は（日本を除いて）次のような特徴を共有している。
1．比較的長い外部監査の歴史。
2、外部監査への社会的要請に応えての制度化。
3．1929年の大不況の結果（英国を除いて）ニューディール政策の一環あるい
　　はその継承として採用されあるいは強化された。
4，上記の意味で，すべての制度が英国モデルとして括ることができる。
5．すべての制度が社会的に問題となった事件への対策として導入されあるい
　　は強化された。
6．会計士あるいは監査人の社会的地位は，当初は決して高くなかった。
7．職業人に対して周囲の第三者，特に規制当局と産業界から暖かな支援が送
　　られた。
8、職業人は学問の世界との緊密な関係を，ドイツをその典型として，享受し
　　た。
9、一つの制度が一つの国（英国）に確立され章それが他の特定国（合衆国）
　　を経てさらに他の国々（ドイツおよびフランス）へ伝播した。」
　これらはどれもが日本についてはまったく見られない要素でありますが，い
ずれにしても，このような共通性から見て，1930年代あるいはそれに先行する
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！・2年間を含めた呈十年間という期聞の外部監査の状況を1930年体制として
解釈するのが遭切であるというわけです。そして，合衆国の監査を独立性との
関連で次のように特徴付けまし仁
1．規制当局の本音は直接統制であったし，今臼でも不変である。
2．会計専門職への財務諾表監査の承認は，譲歩であって，本心ではない。
3．他方，会計専門職側には歴史と経験に裏打ちされた自負がある。
4．重大な生活権に係る業務に，規制が加えられることは愉快なことではな
　　いo
5、時々手綱を締めないといけないと心配する鵜飼さながらにいわば鵜飼型監
　　査とでも称しうるのが合衆国の監査といえよう。
6，このような状況は，必然的に、また波状的に独立性をめぐる議論を噴出さ
　　せることになる。
　さらにこの拙稿の中で，私は一つの推測を示しておきました。卜朝事ある
場合には，SECは再び，その付託された権限をもとに独立性を中心に様々な
局面での規制強化を図るであろう」と。この搾測の当たり外れはともかくとし
て，今合衆国の状況は，アメリカ資本市場の透明性の守護神とされてきた職業
専門家による法定外部監査制度の体制強化をめぐって揺れていることだけは明
らかであります。
（3〕サロゲート理論
　前項までの議論は，もっぱらいうところの，透明な市場と外部監査による透
明性の確保の構造を当然の前提として展開したものであります。
　ここで英国の会計専門誌A㏄ou・t狐yの記事（A㏄Quntancy．享O飾b・r2001，
p，108）を紹介させていただきます。記事そのものが噂によることを明言して
おりますから，この記事の内容の真偽はここでは間わないことにさせていただ
きます良
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　「　本誌がJASB（財務会計基準機構）に近い筋から入手した噂によれ
ば，企業緒合について持分プーリングを認めないとするIASB（の構想には乗
らない）と考えている由であるむIASB（国際会計墓準審議会）はすでに企業
結合会計基準22号において持分プーリングの処理を認めないことを決めてい
る。これに対して日本の審議会はその存置を望んでいる。」
　このことの真偽を問う必要がないのは，このことと関連した会長Sir　David
Tweedieの次の発言があるからです。すなわち，彼は日本が構想に乗らない
ことには気を使っておりますが，「彼の考えでは，審議会が健全と判断したこ
とについては妥協はしない。持分プーリングもこうした妥協を認めない論点の
一つである。一日本が長年にわたって会計の世界で孤立してきていたことに
は同惰する。日本がこのような孤立状態から大きな変化を余儀なくさせられる
ことには同情できる。しかし，だからといって，合衆国やヨーロッパの国々対
して何かをしてはいけないといっておいて日本にはそれをしてよいなどとはい
えない。」Tweedie卿はこう述べているのです。
　私は，本誌379号に（pp，4ユー69）／吻α∫f舳＃㈹sψんε脇刎脇8α〃ル肋｛物μ3
肋E刎｛伽㈱肋1肋肋灼伽吻伽惚B悦8伽88θ∫伽∫ω舳1舳例肋∫一8卿づ伍1
伽伽㎝肋α例伽d　S伽螂柳邊一と題する英文の論考を掲載しております。その
中で，下図によって日本のつい最近までの企業会計制度の構図を示しました。
この図の説明部分は英文となっておりますので，ここでは原文のまま採録させ
ていただきます。
　Desplte　professor　Schipper’s　argument　that　the　framework　of　using　EBO　mode！
in　evalljating　accounting　standal■ds　could　be　applied　cross＿jurisdictionally　in
genera1，we　belie∀e　EBO血odel　assists　in　evaluating　existing　aIld　proposed
accounting　standards　in　the　specific　context　of　accounting　infrastructure，　Her
framework　rdlies　on　the　assuniption　of　decision　lユsefulness－　Its　apPlicabi1ity
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　　　　　　　日本の財務会計制度の特徴
IAS?
グローバル?
アングロアメリカン
　　意思決定有用性＝実証研究
　　　　　　　　11
　　EBO　mode1による評価＝（Schipper）
　　　　　　　　l1
　　　　　　　見越・繰延概念法の否定
　　　　　　　資産・負債概念法の承認
　　　　　　（規範理論との部分的一致）
割引価値会計パラダイム（Staub皿s）
売却時価会討パラダイムくChambers）
取替原価会計パラダイム（Edwards；Bell）
ユ89
日本における伝統的財務会討理論
　　　　　　　　　二意悪決定有用性パラダイムの否定
日本の財務会計制度（C㎝text　of　culture　o土each　c㎝ntry）
議．十一ニニ（闘鵡L
　　　　　　　　　　（税法）
　　　　　　　　　　　1」
　　　　　　　　　　債権者保護
　　　　　　　　　　課税所得の計算
　　　　　　　　　　　」」
　　≡エイジェンシー間題についての日本固有の議論様式
exists　in　such三nfrastr岨cture　o工accounting　as　found　in　A口91◎一American　cou工1－
trieS，
　In　Japa皿，as　shown　in　the　Figure，i皿fr且structures　of　accounting　lユave　bee工1
constructed　oエ1吐e　basi§of　co㎝皿ercia1code　whicb　prescribes　sσme　core　part§of
aceounti皿g爬cog口ition，measure］皿凱t§and吐isc1Oslユre，which　have　had　se1d◎皿
ide乱of　decision　use地1ness，They　h奴e　definedμse釦1ness　of　acc◎UPting　in　terms
・fit§。t・w・d・hlP・・1Ψ・，whichi皿pli・・th・口§eo工a・g…晦・迦皿b…t・
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evalu乱te　and　discipli皿e　managerial　per㎞rmance　and　the　use　of　accounting
numbers　to　divide　the　vaIue　created　by　entity　operatioIls　a1血ong　stakeho工ders．
As　show皿in　the　F｛g皿re　also，帥en　infrastmctlユres　o土a㏄omting　prescribed
under　the　rules　of　Securi廿es　and　Exchange　Act，h帥e　never　been　construed　on
the　idea　of　decisiol＝1usefulness，
　In　addition　to　this　i口stitutiona1　盆rrangement，　research　topics　ha平e　been
confined亡o　the　use　of　accountin9皿umbers　to　evaluate　a血d　discipline　managerial
performance　and　the　use　of　acc01］nting　numbers　to　divide　theマalue　created　by
entity　operations　among　stakehoIders　and　research　methods］ユave　a1so　bounded
to　fj1＝this　use　in　Japan．
　このような日本の会計制度の枠組みの下で，周知のように，日本企業が，先
のSir　David　Tweedieの発言にも見られるように，長年にわたって会計の世
界で孤立してきていた状況から，大きな変化を余儀なくさせられることになっ
ております。国際市場での効率的な資金調達，自国の資本市場の国際化のため
には，その会計基準の国際的調和化が議論に上ってくるわけです。
　ここで問題になるのは，その対応の仕方をめぐる議論です。これまでの日本
の法や経済の環境に配慮しながら調和化を進めるのか，それとも上図の上部に
見られる情報提供機能を重視し，現行の制度を所与としない方向に向かうのか
が問われることになるでしょう。もっとも，ここでば，そのいずれによるべき
かの規範的な議論には言及しません。ただ，大方の日本の議論が先のAc－
COmtanCyの記事にもうかがえるように，日本の特殊事情を考慮に入れた調和
化の方向を模索していることだけは疑いなきそうです。
　この場合，日本で展開されている議論について気に掛るとごろがあります。
それは，日本の特殊事情を考慮に入れる場合のその特殊事情の位置付けがどう
も明らかでないように思えてなりません。経済の不振に悩まされながらの長い
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期問を経過しながら依然として，世界の債権国として，まだその豊かさを享受
している日本が，かつて示した高度成長に，意思決定会計あるいは，透明な資
本市場，良質な公認会計士監査が影の部分を形作っていた形跡はありません。
　一国の経済発展への道筋を市場主義に求めるのは決して新しいものではない
ようです。かつて國際監査論のいわばパイオニアーともいうべきムーニッッニ
スタンプは，外部監査を経済発展の機軸として位置付けました。彼らの業績は
いささか古きに失する嫌いもないではありませんが，たとえば，Choi＝Muel－
ler等その後の國際会計とくに，國際監査論の領域での議論への影響の大きさ
を考えるならば，彼らの議論は黙過出来ないものであるでしょう。彼らによれ
ば「資本市場の力，否経済の強さそのものが，監査を受けた財務諸表に寄せら
れる信頼に左有される。この意味で，監査人の役割は不可欠のものである。」
（Stamp，Edward　and　Maurice　Moonitz，／仇姥仰励㎞o1λ〃励例g∫オα犯伽γd8，Eng－
1ewood　cliffs，NewJersey．Pr㎝ticeHall　Intemati㎝al，1978，p，！7）とされていま’
す。
　この記述には，しかし，断定の含意がないではありません。というのも，会
社が発行する財務諾表に信頼性を与える方法には，必ずしも外部監査によるこ
となく済ます方法がいくつか存在しうるからです。外部監査による方法が，英
国と合衆国，それらの経験を追ったその他の多くの国々における社会的選択の
結果に過ぎないと考えることが重要なのではないでしょうか。
　この点について，たとえばJohn　Dumは次のような言い方でこの点に触れ
ております。「（法定監査導入以前に）会社が進んで監査を受け，あるいはその
意見に説得力が認められる監査人を意識的に選任するという事実があったから
といって，それによってその他に、恐らくはもっと効率的な，機構が存在する
可能性が無くなるわけではない。もっとも外部監査への要請を無くしてしまえ
という一主張には正直言って一般からの支持は得られていないが。」（Johu
Dum，瓜卿πWq　P榊伽肋μ，1996，p、ユ0）と述べております。
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　この点について私は財務会計のサロゲート理論を展開しました（塩原一郎
「財務会計原論」税務経理協会，1994）。そこでも述べましたように私が展開
したのはこの概念のごく部分的な適用を示したに止まります。そこで言及した
いくつかのサロゲート論に共通するのは，「あるものを他のものの代用あるい
は代理とする」という点です。日本における高度成長を支えたものが，私が
1930年体制と呼ぶ合衆国のSEC体制を中核に形成されるもののサロゲートで
あり，その存否が今問われているという間題意識が重要であるように思えてな
りません。はしがきに述べました，モラトリアムとして私が答を出さなくては
ならない課題の一つとして設定したいと思います。
（4）適正性の一般概念と個別概念
　今日，世界の国々が直面している資本市場や投資環境の国際化の状況は，資
金の調達側と資本の提供者側と資本市場との結び付けによって次のように図武
化して示すことが出来ると思います。
㈹一一国内市場での投資家。
／Bトー国際市場での投資家一ある一つの国に基盤を置く投資家が，他国に基
　　　盤を置く会社の株式ないしは社債に投資するためにその国の資本市場に
　　　参加する場合。
／盆トー国内市場で証券を発行する企業。
（b）一一国際市場で証券を発行する企業一企業が，自社の株式ないしは社債の
　　　売却によって資本を調達するために，他国の資本市場に参加する場合。
　私は旧稿において，この結びつきの中で，とくに，（B）一（・）について問題を提
起し，適正性のレベルの考え方の重要性を主張しました。
　言うまでもありませんが，これらの結び付きのいずれであれ，財務諸表監査
における監査報告書は，世界の国々を通じて，細部の違いは別として，ほとん
ど同じであります。この考え方の詳細は，拙稿をごらん頂きたいと存じます。
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（塩原一郎「適正性概念の一般性と特殊性（！），（2ぱ会計』1995，ユO，pp．ユ6～
28，ユユ，p，1ユ4－！24」）特にこの考え方の一つの実践的適用としていわゆるレ
ジェンドを位置付けた点にご留意願いたいと思います。ここでは，このような
結び付きの中で生じるであろう問題点についての合衆国の議論の一つをご紹介
することにします。それは，国際会計基準とローカル基準への分離問題を論じ
たRobert　H　Co1son（Whither　accomti㎎standards？CPA　Journal，06／01／2001，
エNothem　Light，Document　ID：AA200ユ06290200040651）の指摘であります。そ
こで論及されているのは，合衆国の事情に焦点を置いた，国際基準設定者と国
内基準設定者との関係であります。その論点を示すと，
（1）合衆国の場合，SECは国際資本市場での規制とその規制の下での財務報
　告の役割について，含衆国が指導権を握ることを最優先させている。この意
　味では，国内の私的機関はそこに期待される水準の透明性と投資家保護を達
　成するに必要な力を持てなくなろう。
（2）SEC登録会社用のGAAPと非登録会社用のGAAPとの間の区分間題が，
　因際資本市場での国際基準の統一化に伴って先鋭化するであろう。
（3）当然ながら，登録会社向けの規制構造が圃際化し，SECの責任範囲も国
　際化するであろう。
（4）このような状況下でもたらされるであろう帰績は次のようなものであ飢
　①政府権力に支えられた因の委員会が，国蔭的なGAAPの決定機構に参
　　加する合衆国の代表者となり，純粋に私的な機関が代表となる機会は乏し
　　くなろう。
　②それにもかかわらず，国内向けのGAAPは依然として，私的機関に
　　よって設定され，しかもこの場合の企業会計の役割は，情報提棋と持分評
　　価との関係から非登録会社の関心事である，会計責任と受託者責任聞題へ
　　と移行するであろう。
15〕このような状況下では，開かれた持分取引市場と多国籍企業のための国際
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　的債務証券市場向けの国際的GAAPおよび国内向けの債務証券市場ならび
　に規制目的のGAAPの二本立てが予想される。
（6）二本立てのGAAPは，会計士について，G（1oもal）CPAとD（omestic）
　CPAの区分をもたらし，様々な問題を生じるであろう。
　ここでCols㎝氏の提起した論点を論じる紙幅はありません。これも暫くの
問は，モラトリアムの世界にしまいこまざるをえません。
（5）国際監査論の構想一あとがきに代えて一
　上述したように，日本企業に求められている，国際市場での効率的な資金調
達，自国の資本市場の国際化のための会計墓準の国際的調和化への対応の仕方
が問題となります。これまでの日本におけるこの問題についての議論は，概ね
国際会計論の枠組みの中で展開されてきたと申せましょう。その説明の論理は
すでに英文で上述したところでありますが，日本語でもう」度繰り返してみま
しょう。主として日本の論者（たとえば，“朝日藍査法人”神戸大学「国際会計
基準と日本の会計実務」，国文館，2001，など）による議論の要約ですので，
諸外国の論者の日本研究の成果が反映されておりませんが，ご容赦を願いま
す。
（1）日本でば，系列グループ内で株式の相互持ち合いが行われ，その結果，お
　互いの企業が安定株主として穣能していた。
（2）これらのグループの主要株主の一つにメインバンクが入っていた。
（3）メインバンクは，グループ内企業に貸出を行い，その企業活動のモごタリ
　ングをし，その他必要に応じて種々の救済措置を講じていた。
（4）このような日本の株式所有構造の特徴は，投資意思決定の仕方に明確に反
　映きれていた。
（5）すなわち，「良好な取引関係の維持」等必ずしも財務的ではない目的から
　企業の投資意思決定を行う傾向が見られた。
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（6）企業は，このような長期的取引関係によって，資本調達を低コストで行
　い，鏡争上有刷な地位に立つことが出来た。その結果，株式投資では，短期
　的には比較的低い見返りしか得られなくても，長期的取引関係を維持するこ
　とで，将来の見返りを期待することができるので，これを受け入れてきた。
／7）これらの安定した株式保有制度によって，日本企業は乗っ取り（テイーク
　オーバー）から身を守ることができた。
（8〕企業が乗っ取りの危険性から防御されている限り，企業は継続して操業活
　動を行うことができる。
（9）ところが，1985年の急激な円高があって以来，日本企業の行動が国際的・
　国内的批判にさらさ牝るに至った。
⑩　国際的な市場や国境を越えたクロスボーダーな財務活動が発展し，日本企
　業もそこで形成されている規範に準拠することが求められることと巷った。
岬　国内でも，目本の企業は急激な変化を迫られることになった。在来の目本
　型経営システムの存在を可能にさせていた高度成長が減連したことに伴っ
　て，日本型経営に大きな転換が追られている。
胸　また，1980年以降，金融規制が緩和されたことに伴い，在来の取引関係を
　重視するシステムから経営業績を重視するシステムヘの転換が求められるよ
　うになった。
悶　なかでも，日本の金融システムの根幹からの変化の中での株価の大幅下落
　は，日本企業の資本調達コストの優位佳を大きく失わせることとなった。す
　なわち，国際決済銀行の自己資本比率についてのルールの存在や低迷する経
　済状況が持ち合い株式保持のためのコストを引き上げ，同時に，巨額の不良
　債権を抱えた銀行がキャピタル・ゲインの獲得を狙って持ち合い株を売却し
　始めるに至った。
岬　このことは，日本的システムの根幹となっていた日本の株式所有構造の特
　徴の一つが喪失したことを意味する。
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㈹　さらに，金融全体に占める銀行借入れの比率が滅少し，グループ企業に対
　するメインバンクのモニーターとしての役割も縮小し始めた。
㈹　同時に日本企業の経営者の姿勢にも変化が生じており，収益性重視の認識
　がもたれるに至ったことも従．来の取引関係重視の経営姿勢の喪失を意味する
　ものであり，日本型経営システムの大．きな変貌を生んでいる。
　これら日本の国際会計論の枠≡組みの中での論述に共通して見られるのはヨた
とえば，先のSECのS協fであったLym　E．Turner氏の下記の論述，すなわ
ち「今日の合衆国の資本市場は，世界に並ぶもののない経済を実現させた，世
界で最も流動性に満ち，奥行きの深い，効率的な市場として君臨している。こ
のような市場がどうしてそれほどにうまくいったのであろうか。その理由の大
半は，高品質の，透明性の高い財務報告に求められる。しかもこの透明性を支
えたものは，独立監査人をおいて他にない。」（Speech　by　SEC　Staff：Shifti㎎
Paradigms　in　Self－Regu1a亡ion，Remarks　by　Lynn　E．Tumer，Chief　Accountant
U－S．Securities＆Exchange　Commission，27th　Anniversary，Securities　Regu1a＿
tion　Jnstitute，January27．2000）という主張と対比可能な形での吟味を欠いて
いる点であります。もちろん，先に論じたエンロン事件に見られるように，ご
のTumer氏の自信にあふれた合衆国の事情についての所見は，別に分析され
なければならない点が多々ありましょう。ここで指摘したいのは，臼本におい
て，藍査人の置かれた状況への言及がなされることなく，日本の状況変化の姿
が論じられている点において，きわめて不十分な分析に止まっていると論じざ
るをえないということであります。私が本誌の391号において「国際監査吏論
の構想」を展開したのは，このような状況の克服に実は趣旨があったのであり
ます。
　もう紙幅が尽きたようです。ここでも再び主題をモラトリアムの状況に仕舞
い込まざるをえませんでした。早稲田商学への執筆の機会を与えて下さった関
係者の皆様に心からのお礼を申し上げます。
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